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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第122期 第123期 第124期 第125期 第126期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 3,858 4,233 615 － －

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △373 206 △504 － －

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

(百万円) △384 △1,381 2,607 － －

包括利益 (百万円) △374 △1,384 2,612 － －

純資産額 (百万円) △218 △1,604 4,233 － －

総資産額 (百万円) 5,226 4,143 4,756 － －

１株当たり純資産額 (円) △15.05 △76.42 86.04 － －

１株当たり当期純利益又
は当期純損失金額(△)

(円) △17.14 △61.51 72.09 － －

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) △6.5 △41.4 89.0 － －

自己資本利益率 (％) － － 207.2 － －

株価収益率 (倍) － － 3.4 － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △217 103 △1,106 － －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 289 4 1,732 － －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △117 △11 △821 － －

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 355 451 256 － －

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
98 79 5 － －

(67) (65) (2) (－) (－)
 

(注) １　連結子会社(みその事業株式会社)について平成26年5月15日に清算決議を行い平成26年9月9日に清算が結了

したことから、連結対象会社が存在しなくなったため、第125期より連結財務諸表は作成しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第122期及び第123期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上

されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第124期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５　第122期及び第123期の自己資本利益率については、債務超過のため記載しておりません。

６　第122期及び第123期の株価収益率については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第122期 第123期 第124期 第125期 第126期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 3,526 3,973 508 480 744

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △395 184 △509 △43 54

当期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) △399 △1,327 2,525 57 58

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 450 450 2,121 2,121 2,121

発行済株式総数 (千株) 22,500 22,500 49,243 49,243 49,243

純資産額 (百万円) △389 △1,714 4,153 4,213 4,266

総資産額 (百万円) 4,923 3,982 4,768 4,663 4,608

１株当たり純資産額 (円) △17.35 △76.33 84.42 85.64 86.72

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
－ － － － －

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失金額
(△)

(円) △17.78 △59.10 69.80 1.16 1.18

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) △7.9 △43.1 87.1 90.4 92.6

自己資本利益率 (％) － － 207.1 1.4 1.4

株価収益率 (倍) － － 3.5 251.7 292.4

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － － － △24 △56

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － － － 11 △0

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － － － △4 △2

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) － － － 239 181

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
66 48 5 5 5

(43) (32) (2) (3) (2)
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第122期及び第123期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上

されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第124期から第126期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

４　第122期及び第123期の自己資本利益率については、債務超過のため記載しておりません。

５　第122期及び第123期の株価収益率及び配当性向については、1株当たり当期純損失を計上しているため記載

しておりません。
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６　第124期から第126期の配当性向については、配当を実施していないため、記載しておりません。

７　第122期から第124期までは連結財務諸表を作成しておりますので、第122期から第124期までの持分法を適用

した場合の投資利益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動

によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

８　第125期及び第126期の持分法を適用した場合の投資利益については関連会社がないため記載しておりませ

ん。
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２ 【沿革】

　　明治29年６月 名古屋劇場株式会社御園座設立

　　明治30年５月 近代的劇場御園座落成式行う

　　昭和10年10月 劇場改装工事完成

　　昭和20年３月 空襲により劇場および演劇関係資料など焼失

　　昭和22年２月 社名を御園座株式会社と改称

　　昭和22年10月 御園座復興完成なる

　　昭和24年５月 名古屋証券取引所へ上場

　　昭和36年２月 不慮の災害に遭遇、再び劇場を焼失

　　昭和36年７月 社名を株式会社御園座と改称

　　昭和38年８月 御園座会館完成

　　昭和55年６月 みその事業株式会社設立

　　昭和56年２月 みその事業株式会社が観光事業に進出、「みその観光」の営業を開始する

　　昭和57年６月 みその事業株式会社の事業内容にリース業を追加し、同年より営業を開始する

　　昭和61年５月 ミソノピア株式会社設立

　　昭和61年９月 有料老人ホーム・ミソノピア竣工

　　平成元年３月 みその事業株式会社の事業内容に宅地取引業を追加し、ビル管理業を開始する

　　平成12年１月 観光事業から撤退

　　平成25年３月 御名残御園座・三月大歌舞伎公演をもって、旧御園座会館での興行を休止、また、会館に

おける不動産賃貸事業から撤退

　　平成25年８月 ミソノピア株式会社の株式を譲渡し、老人ホーム事業から撤退

　　平成26年５月 みその事業株式会社の清算を決議

　　平成26年９月 みその事業株式会社の清算が結了
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３ 【事業の内容】

当社は劇場事業を行っており、歌舞伎公演や各種演劇、歌謡ショーなどの公演を上演しております。劇場内では顧

客の便宜を図るため、プログラム、飲み物、お土産などの販売も行っております。また、付帯収入としては広告収入

があります。

旧御園座会館での劇場公演は平成25年3月末をもって休止しており、新劇場完成までの間は、他劇場の賃借により公

演を上演してまいります。

 
〔事業系統図〕

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 
４ 【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 
５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成28年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

５(２) 　52歳４ヶ月 25年11ヶ月 4,049
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

２　平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2) 労働組合の状況

昭和22年11月御園座労働組合を結成し、組合活動をしてまいりましたが、平成25年３月末をもって解散しており

ます。なお、以後も労使関係は安定しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における我が国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策により、景気が緩やかな回復基調で推移し

たものの、中国経済の急激な減速をはじめ、原油価格の大幅な下落など世界経済の下振れリスクや日銀によるマイ

ナス金利の導入等の影響もあり、依然として先行き不透明な状態が続いております。

 レジャー業界全般において徐々に回復が進んでいるのと比較すると、興行業界は未だ回復が進んでおらず、ま

た、個人消費につきましても、買い控えやレジャー予算の削減が未だ継続しており、依然厳しい状況が続いており

ます。

そのような中、当社は平成27年４月には中日劇場との共催による「中日劇場四月花形歌舞伎」、６月には当社主

催「香西かおりコンサート」、10月には恒例となりました金山の日本特殊陶業市民会館における歌舞伎公演「錦秋

名古屋顔見世」、平成28年３月には「松竹新喜劇・香西かおり合同公演」を上演しました。 また、中日劇場公演の

販売協力を行いました。

その結果、当事業年度の業績は、売上高７億４千４百万円(前年同期比54.9％増)となりました。利益面では、営

業利益５千１百万円(前年同期は営業損失４千７百万円)、経常利益５千４百万円(前年同期は経常損失４千３百万

円)、当期純利益５千８百万円(前年同期比1.3％増)となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物は、前年同期と比べ５千８百万円減少し、１億８千１百万円となりまし

た。。

営業活動によるキャッシュ・フローは、５千６百万円の支出(前年同期は２千４百万円の支出)となりました。こ

れは主に、仕入債務の減少５千１百万円、前受金の減少１千３百万円、訴訟損失引当金の増加１千万円によるもの

であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入10億円及び定期預金等の預入による支出

10億円等により、０百万円の支出(前年同期は１千１百万円の収入)となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、２百万円の支出(前年同期は４百万円の支出)となりました。これは主

に、リース債務の返済による支出１百万円によるものであります。

 
２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は劇場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を行っておりません。また、当社は受注生産形

態をとらない業種であるため、生産実績及び受注実績は記載しておりません。

 
(1) 販売実績

当事業年度の販売実績は、次のとおりであります。

区分

当事業年度
(自　平成27年４月１日
 至　平成28年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

劇場 744,397 154.9

合計 744,397 154.9
 

(注)１　上記の金額には、消費税は含まれておりません。

２　総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありません。
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、業務提携をおこなっている松竹株式会社と共同して実施する演目の充実を更に進

め、「歌舞伎興行」の観覧券販売に傾注し、中部地区における演劇・芸能文化の中心として個人顧客・団体だけでな

く各企業への協力を呼びかけることにより「歌舞伎興行」を成功させ、収支の増強を図ってまいります。

さらに、その他実施する短期公演につきまして個別の収支管理を徹底させ収支が見込める可能性の高い公演に限り

実施するとともに、中日劇場との販売提携を行うことにより、送客による売上高向上に努めてまいります。

 
４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において

当社が判断したものであります。

 

(1) 劇場事業損益に影響を及ぼす事項について

当社の中心事業である劇場事業は、歌舞伎公演や各種演劇、歌謡ショー等を上演しておりますが、出演俳優の健

康上の理由及び不慮の事故等により出演が不可能になる恐れがあります。これに対しては、常に代役の出演が可能

な状況を維持するなどの対策を講じてはいるものの、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

又、斬新で魅力ある公演の提供に努めておりますが、公演及び役者の話題性や認知度並びに近隣の他劇場の公演

との兼ね合いや個人消費の動向等により、入場者数が大きく左右される可能性があります。それに伴い、当社業績

が変動する可能性があります。

 

(2) 事業再構築について

当社の創業事業であり主力事業である劇場事業においては、平成25年２月14日に正式申込みを行い平成25年４月

26日に成立した事業再生ＡＤＲ手続の中で承認の決議がなされた事業再生計画に従って、当社は御園座会館を平成

25年９月に積水ハウス株式会社に売却し、積水ハウス株式会社による旧御園座会館の再開発を経て劇場併設型分譲

マンションとなった新建物の劇場部分の区分所有権を平成29年12月に取得する予定です。これは、会館老朽化の問

題と、オーケストラピットの不備のために成長分野であるミュージカル公演を上演出来ずに若年層顧客を取り込め

なかった設備上の問題を、劇場再開発によって解消することを企図していますが、旧御園座会館の売却後平成30年

春に予定されている公演までの間は、当社の本拠となる劇場を有しないことになります。当社は、この再開発期間

中においても近隣の代替施設を賃借することで興行を継続する予定ですが、代替施設の設備上の制約や地理的条

件、さらには賃借可能性の限定等により、興行期間や入場者数が大きく影響を受ける可能性があります。

また、旧御園座会館の閉鎖を契機に固定費を要するビジネスモデルから変動費型ビジネスモデルに転換する予定

でありますが、新ビジネスモデルの業務フローが確立するまでの間に安定的に事業運営を行うことが出来ない場合

は、計画外の費用が発生し、収益が予想よりも悪化する可能性があります。

 

(3) 個人情報の取り扱い

御園座友の会及び個人電話予約センター（御園座チケットセンター）にてお客様の個人情報や予約状況を保有し

ております。個人情報漏洩について、当社の対応策は、管理責任者を配置し、個人情報の管理・徹底に努めており

ます。又、外部からの不正侵入防止の為にファイアウォールを導入しております。しかしながら、外部からのハッ

キング等、不測の事態により、万が一、個人情報が外部に漏洩するような事態となった場合には、当社の信用失墜

に伴う劇場売上高の減少及び損害賠償による費用の発生等が起こる可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

EDINET提出書類

株式会社御園座(E04609)

有価証券報告書

 8/53



 

(4) 地震・台風等の自然災害による影響について

当社の事業拠点は、すべて愛知県にあり南海トラフ地震の防災対策強化地域内にあることから、地震発生時の対

策マニュアルを新たに策定し、緊急時における社内体制の強化を図っておりますが、近い将来に発生すると予想さ

れる南海トラフ地震は、その災害規模も甚大であるとされております。これらに代表される自然災害のため、事業

活動の停止も予想されます。その結果、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

特に記載すべき事項はありません。

 
６ 【研究開発活動】

特に記載すべき事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。な

お、個々の「重要な会計方針及び見積り」については、「第５　経理の状況　１ 財務諸表等　(1)財務諸表　注記

事項　重要な会計方針」に記載の通りであります。

 

(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当事業年度末における流動資産の残高は、45億５千８百万円となり、前事業年度末に比べ４千８百万円の減少

となりました。この主な要因は、未収入金が９億９千９百万円減少したものの、現金及び預金が９億４千１百万

円増加したことによるものであります。固定資産の残高は、４千９百万円となり、前事業年度末に比べ６百万円

の減少となりました。この主な要因は、投資有価証券が５百万円、リース資産が１百万円減少したことによるも

のであります。この結果、総資産は、46億８百万円となり、前事業年度末に比べ５千４百万円の減少となりまし

た。

 
②　負債の部

当事業年度末における流動負債の残高は、４千３百万円となり、前事業年度末に比べ８千５百万円の減少とな

りました。この主な要因は、買掛金が５千１百万円、預り金が３千７百万円減少したことによるものでありま

す。固定負債の残高は、２億９千８百万円となり、前事業年度末に比べ２千１百万円の減少となりました。この

主な要因は、繰延税金負債が２千２百万円減少したことによるものであります。この結果、負債合計は、３億４

千１百万円となり、前事業年度末に比べ１億７百万円の減少となりました。

 
③　純資産の部

当事業年度末における純資産の残高は、42億６千６百万円となり、前事業年度末に比べ５千３百万円の増加と

なりました。この主な要因は、固定資産圧縮特別勘定積立金が２千１百万円、繰越利益剰余金が３千６百万円増

加したことによるものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社御園座(E04609)

有価証券報告書

 9/53



 

(3) 経営成績の分析

①　売上高

当事業年度の業績は、売上高７億４千４百万円(前年同期比54.9％増)となりました。利益面では、営業利益５

千１百万円(前年同期は営業損失４千７百万円)、経常利益５千４百万円(前年同期は経常損失４千３百万円)、当

期純利益５千８百万円(前年同期比1.3％増)となりました。。

 
②　売上原価及び販売費及び一般管理費

当事業年度における売上原価は、５億９千２百万円(前年同期比40.1％増)となりました。その主な要因は、公

演費が増加したことによるものであります。販売費及び一般管理費は、１億円(前年同期比4.2％減)となりまし

た。

 

(4)キャッシュ・フローの状況の分析

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前年同期と比べ５千８百万円減少し、１億８千１百万円となりま

した。

 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

営業活動によるキャッシュ・フローは、５千６百万円の支出(前年同期は２千４百万円の支出)となりました。

これは主に、仕入債務の減少５千１百万円、前受金の減少１千３百万円、訴訟損失引当金の増加１千万円による

ものであります。

 
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入10億円及び定期預金等の預入による支

出10億円等により、０百万円の支出(前年同期は１千１百万円の収入)となりました。

 
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動によるキャッシュ・フローは、２百万円の支出(前年同期は４百万円の支出)となりました。これは主

に、リース債務の返済による支出１百万円によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度において、重要な設備投資は行っておりません。

　

２ 【主要な設備の状況】

主要な設備はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予定額

資金調達方法
着手及び完了予定年月

総額（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

本社ビル
(名古屋市中区)
 

土地 2,086,081 －

自己資金
借入資金

平成27年4月 平成29年３月

劇場、本社事
務所

2,479,924 － 平成27年4月 平成29年12月

舞台設備 1,362,000 － 平成27年4月 平成29年12月
 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成28年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 49,243,000 49,243,000
名古屋証券取引所

市場第二部
単元株式数は1,000株であります

計 49,243,000 49,243,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年９月11日
(注1)

26,743,000 49,243,000 1,671 2,121 1,671 1,987
 

 

(注1) 有償 第三者割当

 発行価格 125円

 資本組入額 62.5円
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(6) 【所有者別状況】

平成28年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 9 1 205 1 － 4,934 5,150 －

所有株式数
(単元)

－ 2,682 178 29,894 2 － 16,415 49,171 72,000

所有株式数
の割合(％)

－ 5.45 0.36 60.80 0.00 － 33.38 100.00 －
 

(注) 自己株式 44,254株は「個人その他」に44単元及び「単元未満株式の状況」に254株含めて記載しております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社大丸松坂屋百貨店 東京都江東区木場二丁目18-11 2,000 4.06

中部日本放送株式会社 名古屋市中区新栄一丁目２-８ 1,600 3.24

株式会社中日新聞社 名古屋市中区三の丸一丁目６-１ 1,300 2.63

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７-１ 1,117 2.26

松竹株式会社 東京都中央区築地四丁目１-１ 1,086 2.20

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目２-４ 840 1.70

東海東京フィナンシャル・ホー
ルディングス株式会社

東京都中央区日本橋三丁目６-２ 805 1.63

岡崎信用金庫 岡崎市菅生町字元菅41番地 800 1.62

大日産業株式会社 名古屋市西区枇杷島4丁目３-５ 800 1.62

トヨタ自動車株式会社 豊田市トヨタ町１番地 800 1.62

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９-１ 800 1.62

株式会社宮崎 清洲市西須ケ口93番地 800 1.62

有限会社ＭＭＳ 名古屋市中区栄2丁目11－25 800 1.62

計 － 13,548 27.51
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  44,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

49,127,000
49,127 ―

単元未満株式 普通株式  72,000 ― ―

発行済株式総数 49,243,000 ― ―

総株主の議決権 ― 49,127 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式254株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社御園座

名古屋市中区栄
一丁目６－14

44,000 ─ 44,000 0.08

計 ― 44,000 ─ 44,000 0.08
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号による普通株式の取得　

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,329 500
   

当期間における取得自己株式 410 142
 

(注)　当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他(　─　) － － － －
     

保有自己株式数 44,254 － 44,664 －
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

 

３ 【配当政策】

演劇興行は景気変動による影響を大きく受けやすくなっておりますが、当社は株主の皆様に対し、収益に関する諸

要素や、企業体質の強化と事業基盤の拡充に必要な内部留保の充実とを総合的に勘案しながら、安定的な配当を継続

して実施することを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株主総会でありま

す。

当社の基本方針に変更はありませんが、期末配当につきましては、無配とさせていただきました。

 
４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第122期 第123期 第124期 第125期 第126期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高(円) 300 158 320 300 469

最低(円) 160 39 136 230 292
 

(注)　最高・最低株価は名古屋証券取引所(市場第二部)におけるものです。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成27年10月 平成27年11月 平成27年12月 平成28年１月 平成28年２月 平成28年３月

最高(円) 403 388 370 370 370 360

最低(円) 376 366 355 305 315 335
 

(注)　最高・最低株価は名古屋証券取引所(市場第二部)におけるものです。
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５ 【役員の状況】

男性10名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
(代表
取締役)

 長谷川 栄 胤 昭和41年１月31日生

平成３．５ 当社入社

(注)４ 488

　　５．３ みその事業株式会社取締役
　　７．７ 当社営業部劇場企画担当部長
　　８．６ 当社取締役劇場企画担当部長
　　10．６ 当社常務取締役
　　12．４ 当社代表取締役専務
　　14．４ 当社代表取締役社長
　　15．３ みその事業株式会社代表取締役社

長
　　15．４

 
ミソノピア株式会社代表取締役社
長

　　22．12 当社代表取締役社長兼営業本部長
   25．12 当社代表取締役社長兼管理本部長

　　27．４ 当社代表取締役社長兼管理本部長
兼総務人事部長

　　28．６ 当社代表取締役社長兼管理本部長
(現任)

取締役
副社長

管理本部長 中 野 智 之 昭和39年７月７日生

昭和62．４ 株式会社東海銀行　入行

(注)３ -

平成19．４ 株式会社三菱東京UFJ銀行
宇部支社長

　　21．４ 同行法人業務部企業取引開発室

名古屋エリアマネージャー
　　23．５ 同行王子支社長
　　25．５ 同行名古屋営業本部

名古屋営業第四部長
　　28．１ 同行人事部 本部審議役

　　28．５ 当社顧問
　　28．６ 当社取締役副社長兼総務人事部長

(現任)

常務取締役 営業本部長 宮 崎 敏 明 昭和46年３月13日生

平成５．４ 当社入社

(注)４ 1

　　18．４ 当社営業部営業一課長
　　20．７ 当社営業部営業一課・二課担当副

部長
　　21．４ 当社営業部営業一課担当部長
　　21．６ 当社取締役営業統括部長
　　22．12 当社取締役総務人事部長
　　25．12 当社取締役兼営業本部長
　　27．６ 当社常務取締役兼営業本部長(現

任)
 

取締役 ― 安 孫 子 正 昭和23年３月23日生

平成11．５ 松竹株式会社取締役演劇製作部門
担当

(注)４ -

　　15．５ 松竹株式会社常務取締役
　　16．11 松竹株式会社専務取締役
　　18．５ 松竹株式会社演劇本部長
　　23．６ 当社取締役(現任)
　　26．５ 松竹株式会社取締役副社長・演劇

本部長(現任)

取締役 ― 高 坂 毅 昭和17年４月19日生

昭和42．４ 株式会社中日新聞社入社

(注)４ -

平成６．４ 同社事業局文化事業部長
　　11．４ 同社文化芸能局長
　　15．４ 同社事業局長
　　19．６ 同社取締役事業担当兼事業局長
　　23．６ 同社常務取締役事業担当兼事業局

長
　　23．６ 同社相談役(現任)
　　27．６ 当社取締役(現任)

取締役 ― 大 石 幼 一 昭和28年２月６日生

昭和50．４ 中部日本放送株式会社入社

(注)４ -

平成元．４ 同社ニューヨーク支局長
　　10．12 同社総務局経理部長
　　15．11 同社取締役社長室長
　　19．６ 同社常務取締役
　　20．６ 同社代表取締役社長
　　26．６ 同社代表取締役会長(現任)
　　27．６ 当社取締役(現任)

取締役 ― 小 笠 原 剛 昭和28年８月１日生

昭和52．４ 株式会社東海銀行入行

(注)４ -

平成16．５ 株式会社ＵＦＪ銀行執行役員
　　16．６ 同行取締役執行役員
　　18．１ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行執行

役員
　　19．５ 同行常務執行役員
　　20．６ 同行常務取締役
　　23．５ 同行専務取締役
　　26．６ 同行代表取締役副頭取(現任)
　　27．６ 当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 ― 北 野 一 郎 昭和42年２月12日生

平成４．10 公認会計士２次試験合格

太田昭和監査法人(現 新日本有限

責任監査法人)入所

(注)５ -
　　８．３　 公認会計士３次試験合格
　　12．７　 同監査法人退所

公認会計士北野一郎事務所開設
　　23．６

　

当社常勤監査役(現任)

監査役 ― 安 藤 重 良 昭和18年４月18日生

昭和58．11 株式会社安藤七宝店代表取締役社
長

(注)６ 34平成15．６ 当社監査役(現任)
　　27．11 株式会社安藤七宝店代表取締役会

長(現任)

監査役 ― 小 林 一 光 昭和13年２月16日生

平成21．５　 金印株式会社 代表取締役会長(現

任)

(注)６ 80
　　

　　22．11
金印物産株式会社・金印わさび株
式会社 取締役会長(現任)

　　24．
６　　

当社監査役(現任)

 

計 603
 

１ 取締役 安孫子正、高坂毅 、大石幼一、小笠原剛の各氏は、社外取締役であります。

２　監査役 北野一郎、安藤重良、小林一光の各氏は、社外監査役であります。

３　平成28年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４　平成27年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間　

５　平成27年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６　平成28年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

１　企業統治の体制の概要

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営理念である『未来を拓く夢創造企業』とし

ての役割を十分に認識し、株主の方々及び顧客から信頼され、地域社会に貢献できる企業であり続けることであ

ります。

また、会社のコンプライアンスへの取り組みにおいても、当社が定めた「コンプライアンス・ガイドライン」

を忠実に守り、法令遵守のみならず、企業の社会的道義的責任を重視し、コーポレート・ガバナンスの構築に取

り組んでおります。

 

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

イ 会社の機関の基本説明

当社の取締役会は、取締役７名にて構成し、迅速かつ的確な意思決定を行うことができる体制をとっており

ます。また、毎週一回開催される取締役と各部門の業務執行責任者との会議では、目標の展開、業務執行状況

の確認・課題への対応をお互いに確認しあうことにより、各自責任ある判断が迅速にできる体制の徹底を図っ

ております。

さらに、月一度の月次報告では、各部門が作成した資料をもとに業務の妥当性について第三者の立場から検

討を重ねております。取締役及び社員においては、企業行動論理はもちろんのこと、社員個々の倫理や法令の

遵守も職場の中で徹底して行っております。

EDINET提出書類

株式会社御園座(E04609)

有価証券報告書

18/53



 

ロ 会社の機関・内部統制の関係

会社の機関・内部統制の関係は、以下の図表のとおりです。
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ハ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める業務の適正性を確保するための体制の整備について、次のとお

り取締役会において決議しておりますので、その内容をご報告します。

取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合するよう次のコンプライアンス体制を構築します。

1. 当社は、取締役、使用人の企業倫理意識の向上、法令遵守のため研修を実施し、実行化する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関し、社内規程を定め、取締役の職務の遂行に係る文書

（電磁的記録を含む）は、これに関連する資料と共に社内規程に従い保管する。

3. 損失の危機の管理に関し、リスク管理規程等により、個々のリスク（経営戦略、業務運営、環境、災害の

リスク）の責任部署を定め、リスクを網羅的・統括的に管理する体制を確保する。また、政治や行政と健

全で正常な関係を保持し、贈賄・違法な政治献金・利益供与はしない。そして社会の秩序や企業の健全な

活動に悪影響をおよぼす反社会的な個人・団体には毅然たる態度で臨む。

4. 取締役の職務執行の効率確保のため、取締役規程等の社内規程を遵守する。また、当社のガバナンス体制

の構築を図る。

5. 監査役の職務を補助する者は設置しない。ただし、今後必要に応じ設置することも考慮する。

6. 取締役及び使用人が行う監査役に対する報告は、法令の規定事項の他、次の事項とする。

a. 当社の業務・財務に重大な影響、損害をおよぼすおそれがある事実を発見したときは、当該事実に関す

る事項

b. 当社の役職員が法令または定款に違反する行為をし、または、これらの行為を行うおそれがあると考え

られるときは、その旨及びその内容

c. 当社に影響をおよぼす重要事項に関する決定事項

d. 当社の業績及び業績見込みの重要事項

e. 監査役から業務執行に関して報告を求められた事項

　

２ 内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては、社長直轄の内部監査担当者として２名が業務に従事しており、監査計画に基づき定

期的に内部統制の有効性や業務の効率性などについて監査しております。

監査役は、経営の意思決定や業務執行の状況を把握するため取締役会に出席するほか、適宜監査役会を開催し

ております。また必要に応じて取締役又は使用人に対して報告や関係資料の提示を求め、取締役の職務の執行を

監査し、内部監査担当者及び会計監査人と必要に応じて随時情報伝達と意見交換を行い、相互の連携を高め、職

務執行を充分に監視できる体制を整えております。

 

３ 会計監査の状況

当社は、金融商品取引法に基づく監査について、東陽監査法人より会計監査を受けております。

業務を執行した公認会計士の氏名

山内　佳紀

佐藤　眞治

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　６名
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４ 社外取締役及び社外監査役との関係

当社は取締役７名のうち４名が社外取締役、監査役３名全員が社外監査役であります。当社は異なるバックグ

ラウンドにおける経営経験や専門的知見からの公平な助言、監督及び監査いただき、当社の企業価値増大に貢献

いただくために複数の社外取締役及び社外監査役を選任しております。なお、当社は社外取締役及び社外監査役

の選任に関して基準又は方針として明確に定めたものはありませんが、選任にあたっては経歴や当社との関係も

踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外役員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できること

を前提に判断しております。

 

・社外取締役

安孫子正氏

松竹株式会社において取締役副社長として会社経営に携わっており、当社の経営全般に対する監督と助言を

いただくため、社外取締役として選任しております。同氏が取締役副社長を務める松竹株式会社は当社の普通

株式を1,086千株保有しております。また当社は同社より演劇のコンテンツ供給を受けております。

 
高坂毅氏

株式会社中日新聞社において常務取締役事業担当の経験があり、当社の経営全般に対する監督と助言をいた

だくため、社外取締役として選任しております。同氏が相談役を務める株式会社中日新聞社は当社の普通株式

を1,300千株保有しております。また当社は同社の所有する中日劇場において当社の演劇を上演しているほか、

手数料の受取等の営業上の取引を行っております。

 
大石幼一氏　

中部日本放送株式会社において代表取締役会長として会社経営に携わっており、当社の経営全般に対する監

督と助言をいただくため、社外取締役として選任しております。同氏が代表取締役会長を務める中部日本放送

株式会社は当社の普通株式を1,600千株保有しております。また当社の演劇の上演に際し、広告宣伝等について

営業上の取引を行っております。

 
小笠原剛氏

株式会社三菱東京UFJ銀行において代表取締役副頭取として会社経営に携わっており、当社の経営全般に対す

る監督と助言をいただくため、社外取締役として選任しております。同氏が代表取締役副頭取を務める株式会

社三菱東京UFJ銀行は当社の普通株式を1,117千株保有しております。また同行に対して当社は預金を行ってお

りますが、一般の取引条件と同等であり、社外取締役としての独立性を十分に有していると判断しておりま

す。

 
・社外監査役

北野一郎氏

公認会計士としての税務及び会計に関する知識並びに監査役としての経験等により、経営の監視や適切な助

言をいただくため、社外監査役として選任しております。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

 
安藤重良氏

企業を経営しており、その経験や幅広い知見を生かして経営の監視や適切な助言をいただくため、社外監査

役として選任しております。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

 
小林一光氏

企業を経営しており、その経験や幅広い知見を生かして経営の監視や適切な助言をいただくため、社外監査

役として選任しております。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

 
なお、北野一郎氏については、名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しております。

 
５ 役員報酬の内容及び決定方針

当社の取締役及び監査役に対する報酬は、以下のとおりであります。

報酬等の種類別の総額（千円）
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役員区分 報酬等の総額
（千円）

対象となる役
員の員数
（名）基本報酬

ストックオプ
ション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

11,530 11,530 － － － ２

社外役員 2,280 2,280 － － － ７
 

 

当社の役員報酬の決定に際しては、当社が持続的な成長を図っていくために、業績拡大及び企業価値向上に対

する報奨として有効に機能することを目指しております。また、報酬額の水準につきましては、同業他社及び同

規模の企業と比較の上、当社の業績に見合った水準を設定し、業績等に対する各取締役の貢献度に基づき報酬の

額を決定しております。

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、提出会社の役員ごとの報酬等の総額は記載しておりま

せん。

 

６ 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項及び理由

当社は、以下について株主総会の決議によらず、取締役会で決議することができる旨定款に定めております。

　自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行できるようにするため、会社法第165条第２項の規定

に基づき取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めておりま

す。

 

７ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することのできる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上で行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

 

８ 取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

 

９ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票に

よらない旨も定款に定めております。
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10 株式の保有状況

イ 保有株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　銘柄数　13銘柄　　貸借対照表計上額　38,878千円　

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

 
（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

18,600 13,832
当社の取引銀行であり取引関係維持強
化をはかる。

東海東京フィナンシャル・ホー
ルディングス㈱

2,000 1,856 営業上の取引関係維持強化をはかる。

 

※ 上記に記載した銘柄は全て貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、全銘柄について記載して

おります。

 
（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

18,600 9,699
当社の取引銀行であり取引関係維持強
化をはかる。

東海東京フィナンシャル・ホー
ルディングス㈱

2,000 1,234 営業上の取引関係維持強化をはかる。

 

※ 上記に記載した銘柄は全て貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、全銘柄について記載して

おります。

 
ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

15,000 ─ 15,000 ─
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

記載すべき事項はありません。

 
③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 
④ 【監査報酬の決定方針】

監査日数等の要素を勘案して、監査報酬を適切に決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成27年４月１日から平成28年３月31日ま

で)の財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、会計基準設定主体等の行う研修に参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,582,831 4,523,977

  売掛金 4,676 2,367

  貯蔵品 718 594

  前渡金 20,096 20,443

  前払費用 1,196 669

  未収入金 1,000,000 86

  その他 321 12,766

  貸倒引当金 △2,482 △1,937

  流動資産合計 4,607,358 4,558,968

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 7,749 7,749

   減価償却累計額 △7,302 △7,362

   建物（純額） 447 387

   土地 1,129 1,129

   リース資産 15,638 15,638

   減価償却累計額 △13,829 △15,276

   リース資産（純額） 1,809 361

   有形固定資産合計 3,386 1,878

  無形固定資産   

   施設利用権 25 18

   電話加入権 72 72

   無形固定資産合計 98 91

  投資その他の資産   

   投資有価証券 44,085 38,878

   その他 8,243 8,881

   投資その他の資産合計 52,328 47,760

  固定資産合計 55,812 49,730

 資産合計 4,663,171 4,608,698
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 51,223 58

  リース債務 1,654 426

  未払費用 3,017 2,562

  未払法人税等 8,025 8,503

  未払消費税等 1,283 8,161

  前受金 13,652 -

  訴訟損失引当金 - 10,823

  預り金 49,154 11,483

  その他 919 1,250

  流動負債合計 128,931 43,269

 固定負債   

  リース債務 426 -

  繰延税金負債 297,858 275,845

  退職給付引当金 22,332 22,848

  固定負債合計 320,618 298,694

 負債合計 449,549 341,963

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,121,437 2,121,437

  資本剰余金   

   資本準備金 1,987,099 1,987,099

   その他資本剰余金 22 22

   資本剰余金合計 1,987,121 1,987,121

  利益剰余金   

   利益準備金 112,500 112,500

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮特別勘定積立金 ※1  607,277 ※1  629,082

    別途積立金 350,000 350,000

    繰越利益剰余金 △941,122 △904,767

   利益剰余金合計 128,655 186,814

  自己株式 △35,124 △35,624

  株主資本合計 4,202,090 4,259,749

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 11,532 6,985

  評価・換算差額等合計 11,532 6,985

 純資産合計 4,213,622 4,266,735

負債純資産合計 4,663,171 4,608,698
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 480,496 744,397

売上原価 422,733 592,190

売上総利益 57,763 152,207

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 13,940 13,810

 給料及び手当 14,440 13,540

 退職給付費用 1,284 1,312

 減価償却費 3,407 1,539

 租税公課 9,347 11,958

 支払手数料 35,436 32,946

 その他 26,919 25,319

 販売費及び一般管理費合計 104,775 100,426

営業利益又は営業損失（△） △47,012 51,780

営業外収益   

 受取利息 1,212 1,067

 受取配当金 1,500 1,312

 貸倒引当金戻入額 460 460

 その他 812 74

 営業外収益合計 3,985 2,914

営業外費用   

 支払利息 190 65

 その他 232 28

 営業外費用合計 423 93

経常利益又は経常損失（△） △43,449 54,600

特別利益   

 関係会社清算益 ※1  79,687 -

 特別利益合計 79,687 -

特別損失   

 投資有価証券評価損 - 451

 訴訟損失引当金繰入額 - ※2  10,823

 訴訟関連費用 - 2,276

 特別損失合計 - 13,551

税引前当期純利益 36,237 41,049

法人税、住民税及び事業税 2,663 4,694

法人税等調整額 △23,795 △21,804

法人税等合計 △21,131 △17,110

当期純利益 57,369 58,159
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【売上原価明細書】

 

区分 注記番号

前事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

Ⅰ　労務費  10,240 2.4 8,210 1.4

Ⅱ　経費 ※１ 412,492 97.6 583,979 98.6

　　売上原価  422,733 100.0 592,190 100.0
 

 
※１　主な内訳は、次のとおりであります。

 

項目
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

公演費(千円) 335,942 485,485

広告宣伝費(千円) 37,236 45,167

支払手数料(千円) 17,723 25,902
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 
 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金

固定資産圧縮特

別勘定積立金
別途積立金

当期首残高 2,121,437 1,987,099 22 1,987,121 112,500 583,482 350,000

当期変動額        

当期純利益        

固定資産圧縮特別勘

定積立金の積立
     23,795  

自己株式の取得        

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 - - - - - 23,795 -

当期末残高 2,121,437 1,987,099 22 1,987,121 112,500 607,277 350,000
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 △974,696 71,285 △34,465 4,145,379 8,135 8,135 4,153,515

当期変動額        

当期純利益 57,369 57,369  57,369   57,369

固定資産圧縮特別勘

定積立金の積立
△23,795 -  -   -

自己株式の取得   △658 △658   △658

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

    3,396 3,396 3,396

当期変動額合計 33,574 57,369 △658 56,710 3,396 3,396 60,106

当期末残高 △941,122 128,655 △35,124 4,202,090 11,532 11,532 4,213,622
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 当事業年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 

 

 

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金

固定資産圧縮特

別勘定積立金
別途積立金

当期首残高 2,121,437 1,987,099 22 1,987,121 112,500 607,277 350,000

当期変動額        

当期純利益        

固定資産圧縮特別勘

定積立金の積立
     21,804  

自己株式の取得        

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 - - - - - 21,804 -

当期末残高 2,121,437 1,987,099 22 1,987,121 112,500 629,082 350,000
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 △941,122 128,655 △35,124 4,202,090 11,532 11,532 4,213,622

当期変動額        

当期純利益 58,159 58,159  58,159   58,159

固定資産圧縮特別勘

定積立金の積立
△21,804 -  -   -

自己株式の取得   △500 △500   △500

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

    △4,546 △4,546 △4,546

当期変動額合計 36,354 58,159 △500 57,659 △4,546 △4,546 53,112

当期末残高 △904,767 186,814 △35,624 4,259,749 6,985 6,985 4,266,735
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 36,237 41,049

 減価償却費 3,407 1,539

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △460 △545

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 488 516

 訴訟損失引当金の増減額（△は減少） - 10,823

 受取利息及び受取配当金 △2,713 △2,380

 支払利息 190 65

 関係会社清算益 △79,687 -

 売上債権の増減額（△は増加） 27,873 2,308

 たな卸資産の増減額（△は増加） △33 124

 未収入金の増減額（△は増加） 8,366 △86

 仕入債務の増減額（△は減少） △45,305 △51,165

 前受金の増減額（△は減少） 13,652 △13,652

 未払消費税等の増減額（△は減少） 31,935 6,877

 投資有価証券評価損益（△は益） - 451

 その他 24,844 △49,922

 小計 18,797 △53,995

 利息及び配当金の受取額 2,391 2,454

 利息の支払額 △190 △65

 法人税等の支払額 △45,072 △4,429

 営業活動によるキャッシュ・フロー △24,074 △56,035

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金等の預入による支出 - △1,000,000

 有形固定資産の売却による収入 - 1,000,000

 関係会社の清算による収入 11,990 -

 その他 △663 △663

 投資活動によるキャッシュ・フロー 11,327 △663

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △3,502 △1,654

 その他 △658 △500

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,161 △2,155

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,908 △58,854

現金及び現金同等物の期首残高 256,864 239,956

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  239,956 ※1  181,102
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

建物(建物附属設備を含む)・・・・・・・定額法

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務に基づき計上しております。なお、従

業員数が300人未満のため簡便法により退職給付債務を算定しております。

(3)訴訟損失引当金

訴訟にかかる損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失見積額を計上しております。

４　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。　

 
５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 
（表示方法の変更）

　(貸借対照表書関係)

前事業年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「未払事業所税」は、重要性が乏しくなっ

たため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「未払事業所税」として表示していた637千

円、「その他」282千円は、「その他」919千円として組替えております。
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　(損益計算書関係)

前事業年度において、独立掲記しておりました「販売費及び一般管理費」の「福利厚生費」、「旅費及び

交通費」、「ビル管理費」、「修繕費」、「水道光熱費」、「通信費」、「広告宣伝費」、「交際費」、

「消耗品費」、「保険料」、「賃借料」及び「雑費」は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「そ

の他」として表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組換えを

行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「福利厚生費」5,616千円、

「旅費及び交通費」2,399千円、「ビル管理費」1,581千円、「修繕費」555千円、「水道光熱費」2,080千

円、「通信費」1,554千円、「広告宣伝費」140千円、「交際費」3,890千円、「消耗品費」1,305千円、「保

険料」130千円、「賃借料」4,810千円及び「雑費」2,853千円は、「その他」26,919千円として組替えており

ます。

 
　(売上原価明細書関係)

前事業年度において、独立掲記しておりました「給料手当」、「福利厚生費」、「公演費」、「プログラ

ム仕入」、「商品売上原価」、「その他仕入」、「旅費交通費」、「修繕費」、「租税公課」、「水道光熱

費」、「通信費」、「広告宣伝費」、「交際費」、「消耗品費」、「支払手数料」、「賃借料」、「雑費」

は、明瞭性を高める観点から表示方法の見直しを行い、「労務費」、「経費」として表示しております。

この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度において、独立掲記しておりました「給料手当」8,332千円、「福利厚生費」1,908

千円は「労務費」10,240千円として、「公演費」335,942千円、「プログラム仕入」5,295千円、「商品売上

原価」3,215千円、「その他仕入」980千円、「旅費交通費」1,713千円、「修繕費」6千円、「租税公課」64

千円、「水道光熱費」809千円、「通信費」4,412千円、「広告宣伝費」37,236千円、「交際費」1,218千円、

「消耗品費」1,474千円、「支払手数料」17,723千円、「賃借料」1,045千円、「雑費」1,354千円は「経費」

412,492千円としてそれぞれ組替えております。
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(貸借対照表関係)

※１　固定資産圧縮特別勘定積立金

租税特別措置法第65条の８第１項の特定資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合の課税の特例の適用を受け

るため、固定資産圧縮特別勘定積立金を計上したものであります。

 

(損益計算書関係)

※１　関係会社清算益

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

関係会社清算益は、みその事業株式会社の整理に伴う出資や債権・債務の清算等に係るものであります。

 
当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　該当事項はありません。

 

※２　訴訟損失引当金繰入額

平成25年11月18日付にて提起されておりました過年度に発生した労災事故に関する損害賠償請求訴訟に対し

て、平成27年9月4日付の名古屋地方裁判所の第一審判決を不服として名古屋高等裁判所へ控訴しておりました

が、平成28年4月15日に同裁判所より和解勧告がなされ、平成28年4月25日に和解に至った結果、当該事象によ

り発生が見込まれる損失を訴訟損失引当金として計上しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 49,243,000 ― ― 49,243,000
 

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 40,214 2,711 ― 42,925
 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 2,711株
 

 

３　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 49,243,000 ― ― 49,243,000
 

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 42,925 1,329 ― 44,254
 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 1,329株
 

 

３　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 
(キャッシュ・フロー計算書関係)
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※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金 3,582,831千円 4,523,977千円

預入期間が３か月を超える
定期預金等

△3,342,875千円 △4,342,875千円

現金及び現金同等物 239,956千円 181,102千円
 

　

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引（借主側）

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 
(金融商品関係)

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、余裕資金が生じる場合の資金運用については安全性の高い金融資産に限定しており、資金調達に

ついては、主に社債発行や銀行借入によっております。また、デリバティブについては、後述するリスクを

回避するために利用することとし、投機的な取引は行わない方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。投資有価証券は、市場価格の変動リ

スクにさらされております。営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

売掛金の顧客信用リスクに関しては、当社の社内規定に従い、取引先ごとに適切な期日管理及び残高管理

を行っております。

投資有価証券のリスクに関しては、四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見

直しております。

当社は、借入金に関する将来の支払金利の変動に係るリスクを回避する目的で、金利スワップ取引を利用

する場合があります。

　デリバティブ取引については、取締役会で決議された取引の適正な実行及びリスク管理を目的とした基本

方針に基づき、財務担当部署が、関係する社内規定に従い、取締役会の決議または適正な社内手続きを経て

実行することとしております。

また、営業債務は、流動性リスクにさらされておりますが、当社では、月次に資金繰り計画を作成する等

の方法により管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることより、当該価額が変動することもあります。
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２. 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものについては、次表には含めておりません。

 
前事業年度（平成27年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 現金及び預金 3,582,831 3,582,831 －

(2) 売掛金 4,676 4,676 －

(3) 未収入金 1,000,000 1,000,000 －

(4) 投資有価証券 15,688 15,688 －

資産計 4,603,196 4,603,196 －

(1) 買掛金 51,223 51,223 －

(2) 未払法人税等 8,025 8,025 －

負債計 59,249 59,249 －
 

 

当事業年度（平成28年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 現金及び預金 4,523,977 4,523,977 －

(2) 売掛金 2,367 2,367 －

(3) 投資有価証券 10,933 10,933 －

資産計 4,537,279 4,537,279 －

(1) 買掛金 58 58 －

(2) 未払法人税等 8,503 8,503 －

負債計 8,561 8,561 －
 

(注) 1. 金融商品の時価の算定ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金 (2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。保有目的ごとの有価証券に関する注

記事項については、「有価証券関係」注記をご参照下さい。

負債

(1) 買掛金 (2) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円)

区　　分 平成27年３月31日 平成28年３月31日

非上場株式 28,396 27,944
 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。
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(注) 3. 金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,582,831 － － －

売掛金 4,676 － － －

未収入金 1,000,000 － － －

合　計 4,587,508 － － －
 

 

当事業年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 4,523,977 － － －

売掛金 2,367 － － －

合　計 4,526,345 － － －
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(有価証券関係)

その他有価証券

前事業年度（平成27年３月31日）

区分 種類 貸借対照表計上額(千円) 取得原価(千円) 差額(千円)

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

(1)債券 － － －

(2)株式 15,688 3,784 11,904

(3)その他 － － －

小　計 15,688 3,784 11,904

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

(1)債券 － － －

(2)株式 － － －

(3)その他 － － －

小　計 － － －

合　計 15,688 3,784 11,904
 

(注)非上場株式(貸借対照表計上額 28,396千円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません

 
当事業年度（平成28年３月31日）

区分 種類 貸借対照表計上額(千円) 取得原価(千円) 差額(千円)

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

(1)債券 － － －

(2)株式 10,933 3,784 7,149

(3)その他 － － －

小　計 10,933 3,784 7,149

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

(1)債券 － － －

(2)株式 － － －

(3)その他 － － －

小　計 － － －

合　計 10,933 3,784 7,149
 

(注)非上場株式(貸借対照表計上額 27,944千円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。

退職一時金制度では、退職給付として、勤務年数、職能及び役職に応じたポイントに基づき一時金を支給い

たします。また、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算し

ております。

 
２．簡便法を適用した確定給付制度

(1)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
   至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日

   至　平成28年３月31日）

退職給付引当金の期首残高 21,843千円 22,332千円

退職給付費用 488千円 516千円

退職給付引当金の期末残高 22,332千円 22,848千円
 

 

(2)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 22,332千円 22,848千円

貸借対照表に計上された負債と資
産の純額

22,332千円 22,848千円

   

退職給付引当金 22,332千円 22,848千円

貸借対照表に計上された負債と資
産の純額

22,332千円 22,848千円
 

 

(3)退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度 488千円 当事業年度 516千円
 

 
３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度796千円、当事業年度796千円であります。
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(税効果会計関係)

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

繰延税金資産   

　未払事業税 1,556千円 1,601千円

　未払事業所税 209千円 195千円

　貸倒引当金 908千円 594千円

　退職給付引当金 7,342千円 6,961千円

　訴訟損失引当金 －千円 3,297千円

　投資有価証券評価損 28,724千円 26,373千円

　会員権評価損 5,918千円 5,484千円

　繰越欠損金 535,849千円 488,708千円

　その他 4,249千円 －千円

　　繰越税金資産小計 584,759千円 533,218千円

　　評価性引当額 △584,759千円 △533,218千円

　　繰延税金資産合計 －千円 －千円

繰延税金負債   

　固定資産圧縮特別勘定積立金 △297,486千円 △275,681千円

　その他有価証券評価差額金 △372千円 △163千円

　　繰延税金負債合計 △297,858千円 △275,845千円

　繰延税金負債の純額 △297,858千円 △275,845千円
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２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.5% 32.8%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

5.0% 3.7%

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

△0.7% △0.5%

住民税均等割等 0.9% 0.8%

評価性引当額の減少 △38.0% △23.9%

税率変更による期末繰延税金負債
の減額修正

△65.7% △53.1%

その他 4.7% △1.5%

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

△58.3% △41.7%
 

　

３. 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

(平成28年法律第13号)が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法

人税率等の引き下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は従来32.8％から、平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始す

る事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成30年４月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については30.4％になります。その結果、繰延税金負債の金額が21,808千円減少し、当事

業年度に計上された法人税等調整額が21,804千円減少、その他有価証券評価差額金が4千円増加しております。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は劇場事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

１ 製品及びサービスごとの情報

当社は単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載はありませ

ん。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 
【関連当事者情報】
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関連当事者との取引

 
前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等の

所有(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)

子会社
みその事業
株式会社

不動産賃貸
所有
直接 100.0%

役員の兼任 清算配当金 56,697 ― ―

役員 長谷川栄胤
当社代表
取締役

(被所有)
直接  1.0%

―
子会社株
式の受贈

15,730 ― ―
 

　(注)みその事業株式会社は、平成26年９月に清算手続きを完了しております。

 
当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等の

所有(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)

役員 長谷川栄胤
当社代表
取締役

(被所有)
直接  0.9%

― 観覧券の販売 13,888 ― ―
 

　　(注)１．取引金額には消費税等を含めておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

観覧券の販売については、市場価格を勘案し、一般取引条件と同様に決定しております。
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
 至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
 至　平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 85円64銭 86円72銭

１株当たり当期純利益金額  1円16銭 1円18銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 
１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,213,622 4,266,735

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) - -

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 4,213,622 4,266,735

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株)

49,200 49,198
 

 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
 至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
 至　平成28年３月31日)

当期純利益金額(千円) 57,369 58,159

普通株主に帰属しない金額(千円) - -

普通株式に係る当期純利益金額(千円) 57,369 58,159

期中平均株式数(千株) 49,201 49,199
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社御園座(E04609)

有価証券報告書

45/53



⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 － － － 7,749 7,362 60 387

　土地 － － － 1,129 － － 1,129

　リース資産 － － － 15,638 15,276 1,447 361

有形固定資産計 － － － 24,517 22,638 1,507 1,878

無形固定資産        

　施設利用権 － － － 151 132 7 18

　電話加入権 － － － 72 － － 72

無形固定資産計 － － － 224 132 7 91

長期前払費用 － － － 500 360 25 139
 

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の金額は総資産額の100分の１以下であるため、「当期首残高」、「当期増加

額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

 

【借入金等明細表】

　金利の負担を伴う負債(社債を除く。)の金額が、負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財

務諸表等規則第125条の規定により記載を省略しております。

 
【引当金明細表】

　

科目
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 2,482 － － 545 1,937

訴訟損失引当金 － 10,823 － － 10,823
 

　(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、債権の回収による取崩額であります。

 
【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社御園座(E04609)

有価証券報告書

46/53



 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

(1) 資産の部

Ａ 現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 1,793

預金  

当座預金 280

普通預金 1,177,717

定期預金 3,342,875

別段預金 1,310

計 4,522,183

合計 4,523,977
 

 
Ｂ 売掛金

相手先 金額(千円)

名古屋芸能学院 1,197

OFFICE K 740

その他 430

計 2,367
 

 
回収状況及び滞留状況は次のとおりであります。

当期首残高
(千円)

 
（Ａ）

当期売上高
(千円)

 
（Ｂ）

当期回収高
(千円)

 
（Ｃ）

当期末残高
(千円)

 
（Ｄ）

回収状況(％) 滞留期間(日)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

 (Ａ)＋(Ｄ)  
 ２  
 (Ｂ)  
 366  

 

4,676 803,949 806,258 2,367 99.7 1.6
 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税が含まれております。

 
Ｃ 貯蔵品

項目 金額(千円)

切手・収入印紙等 594

計 594
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(2) 負債の部

Ａ 買掛金

相手先 金額(千円)

株式会社坪井花苑 27

株式会社コムマックス 27

有限会社ぷらんぽん 4

計 58
 

 
Ｂ 繰越税金負債

繰越税金負債は、275,845千円であり、その内容については「１　財務諸表等　(１)財務諸表　注記事項 (税

効果会計関係)」に記載しております。

　

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 222 223 658 744

税引前四半期(当期)純
利益金額又は税引前四
半期純損失金額

(千円) △22 △73 30 41

四半期(当期)純利益金
額又は四半期純損失金
額

(千円) △23 △65 33 58

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は１株
当たり四半期純損失金
額(△)

(円) △0.48 △1.33 0.68 1.18

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利
益金額又は１株当たり
四半期純損失金額(△)

(円) △0.48 △0.85 2.01 0.50
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法 法令に別段の定めのある場合のほかは、名古屋市において発行する中日新聞に掲載

株主に対する特典

 
基準日 平成28年３月31日の株主名簿に記載された株主

内容 平成28年10月「錦秋名古屋顔見世」公演の劇場招待券もしくは割引券

発行基準 3,000株以上：招待券１枚

 1,000株以上2,999株まで：20%割引券１枚

 （４名まで使用可能）
 

   
 

 

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)四半期報告書及び確認書

(第126期第１四半期)(自　平成27年４月１日 至　平成27年６月30日)平成27年８月14日東海財務局長に提出

(第126期第２四半期)(自　平成27年７月１日 至　平成27年９月30日)平成27年11月13日東海財務局長に提出

(第126期第３四半期)(自　平成27年10月１日 至　平成27年12月31日)平成28年２月15日東海財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成28年６月28日

　株式会社御園座

　取締役会  御中

 

東 陽 監 査 法 人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   山   内   佳　　紀　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   佐   藤   眞　　治　　印

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社御園座の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第126期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社御園座の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社御園座の平成28年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

当監査法人は、株式会社御園座が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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